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This article examines how the volunteer probation officers make a connection between 
“the victims’ feelings” and “the rehabilitation of probationers” in the probation treatment. 
From the analysis of the interview data, the following three findings are obtained: (1) the 
volunteer probation officers stress “rebuilding probationers’ lives” than “understanding 
victims’ feeling” for rehabilitation of probationers and make the connection between 
“understanding victims’ feeling” and “rehabilitation of probationers,” (2) “the victims’ 
pains” are told to probationers through “the volunteer probation officers’ language” not “the 
victims’ voice” and (3) though the volunteer probation officers support the probationers, 
they empathize with “the victims’ pains.” 
 
キーワード：保護司（the volunteer probation officer）、被害者心情（the victims’ feelings）、
対象者の社会復帰（立ち直り）（the rehabilitation of Probationers）、犯罪












者等基本法」が制定され、さらに 2005 年 12 月には「犯罪被害者基本計画」が策定された。
3 節において後述する「しょく罪指導プログラム」の導入も、この流れの中に位置づけら
れる。こうした法律や制度の変容は、社会（世論）で広く「被害者心情の重視」という考
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本稿で用いるのは、筆者が 2012 年と 2013 年に実施したインタビュー調査によって得ら








のである）。A さん、B さん、C さん、D さんの調査実施日が同一であるのは、グループイ
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ンタビューを実施したためである。 
 
表 1 調査協力者のプロフィール／調査実施日 
 保護司歴 年代 性別 職業 調査実施日 
A さん 23 年 70 代 女性 専業主婦 
2012 年 8 月 27 日、2013 年 6 月 12 日 
B さん 12 年 60 代 女性 専業主婦 
C さん 12 年 60 代 男性 自営業 
D さん 3 年 40 代 女性 専業主婦 
E さん 24 年 70 代 男性 元教員 2012 年 8 月 31 日、2013 年 5 月 13 日 
F さん 13 年 60 代 男性 自営業 2013 年 9 月 7 日 
G さん 9 年 60 代 男性 元教員 メールにて（2013 年 8 月 23 日受信） 
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－ 30 － 
紙調査については、面接調査の結果を参考に、質問紙調査のための調査票を確定させ、全国の保護
司から無作為抽出した 3,000 人に対し、調査票を郵送。回答者の数は 2,260 人（回答率 75.3%）で





罪に出向く際の同行』（4.6％）の順であった」と述べられている（法務総合研究所 2005: 51）。 
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